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奥州市景気動向調査結果（概要版） 

実 績：平成 31 年 1 月～ 3 月期 

見通し：平成 31 年 4 月～令和元年 6 月期 

 

「業況ＤＩは、大幅悪化。 

しかし先行きは殆どの項目で改善の見通し」 
【ポイント】 

今回調査の全産業の業況ＤＩは、▲22.7 と前回調査（▲11.9）より悪化し、H28.7-9 月期(▲20.4)以来のマイ

ナス 20 ポイントを超える大幅悪化となった。消費税増税後の景気減速への懸念やキャッシュレス決済の導入希

望、働き方改革への対応策など、４月以降大きく変わった制度への早急な対策を講じる意見が挙げられた。 

 先行き向こう 3ヵ月（4月～6月）については、業況ＤＩが▲21.3、売上ＤＩが▲20.9 となり前回と比較して

改善傾向が見られた。 

※業種別、設問別のＤＩ値一覧表（実績：上段）（見通し：下段） 

［人件費について］ 

人件費率は、上昇が 34.1％、変化なしが 57.6％、低下が 8.3％という回答となった。業種別に見ると製造業で

上昇と回答したのは 50.0％で変化なしの回答を上回った。前回比で見ると、小売業・サービス業で上昇と低下の

割合が共に上昇した。 

［業種間競争について］ 

競争は緩和が 0.9％、変化なしが 58.5％、激化が 40.6％という回

答となった。業種別に見ると小売業・製造業で緩和の回答があり、

卸売業で 55.6％が激化と答えた。前回比で見ると全産業で激化の回

答割合が増加している。 

［消費税軽減税率対策］ 

既にしていると回答したのは 12.7％、検討中は 24.6％となった。 

｢している｣｢検討中｣の対策内容について、最も多かったのは｢影響

が生じる事務の確認｣、次いで｢税率区分に応じた経理処理の見直し｣

となった。業種別では、全業種で｢影響が生じる事務の確認｣が最も

多かったが、小売業では｢納品書･請求書等帳票の見直し｣、サービス

業では｢制度に応じたレジの導入･改修｣という回答が２番目に多か

った。 
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業況ＤＩの推移（全産業）
※赤い点線は前回調査時の見通し 

業況 売上高 採算 資金繰り 仕入単価 従業員

▲ 22.7 ▲ 21.4 ▲ 25.1 ▲ 12.9 ▲ 49.8 32.5

▲ 21.3 ▲ 20.9 ▲ 26.7 ▲ 16.7 ▲ 54.1 32.3

▲ 30.4 ▲ 28.3 ▲ 21.7 ▲ 17.4 ▲ 43.5 37.2

▲ 20.0 ▲ 18.2 ▲ 26.7 ▲ 19.6 ▲ 46.7 33.3

▲ 46.4 ▲ 32.1 ▲ 39.3 ▲ 7.1 ▲ 39.3 14.3

▲ 32.1 ▲ 28.6 ▲ 42.9 ▲ 7.1 ▲ 40.7 17.9

▲ 13.5 ▲ 13.5 ▲ 25.0 ▲ 5.8 ▲ 57.7 23.1

▲ 25.0 ▲ 21.2 ▲ 30.8 ▲ 3.8 ▲ 65.4 19.2

▲ 15.8 ▲ 10.3 ▲ 22.4 ▲ 17.2 ▲ 53.6 39.7

▲ 13.0 ▲ 16.4 ▲ 24.1 ▲ 24.1 ▲ 56.6 42.6

▲ 20.3 ▲ 28.8 ▲ 23.7 ▲ 14.0 ▲ 49.1 39.0

▲ 21.4 ▲ 23.2 ▲ 17.5 ▲ 24.1 ▲ 53.6 40.7
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※赤い点線は前回調査時の見通し 



~ 2 ~ 

 

 

奥州市景気動向調査結果 

平成 31 年４月調査結果 

 

「業況ＤＩは、大幅悪化。 

しかし先行き見通しは殆どの項目で改善の見通し」 

 

【結果のポイント】 

 今回調査の全産業の業況ＤＩは、▲22.7 と前回調査（▲11.9）より悪化し、H28.7-9 月期(▲20.4)

以来のマイナス 20 ポイントを超える大幅悪化となった。産業別でも全ての産業で業況ＤＩが悪化を示

し、特に卸売業では前回より 27.2 ポイントの大幅な悪化となった。 

全産業の売上高・採算・資金繰り・従業員ＤＩについては、前回調査との対比で売上・資金繰り・

仕入単価・従業員ＤＩが横ばい、採算ＤＩが悪化した。 

 先行き向こう 3ヵ月（4月～6月）については、業況ＤＩが▲21.3、売上ＤＩが▲20.9 となり前回と

比較して改善傾向が見られた。また、採算ＤＩ・資金繰りＤＩ・従業員ＤＩについても改善となった

が、仕入単価ＤＩは単価上昇の回答が多く悪化という結果となった。 

今年 10 月からの消費税 10％引き上げに伴い導入が予定されている消費税軽減税率対策について、既

に行っていると回答したのは 12.7％、検討中は 24.6％となった。業種別では、｢している｣｢検討中｣を

合わせた割合が最も高いのは卸売業で 46.4％、次いでサービス業が 43.3％、最も低いのは建設業で

29.3％となった。 

｢している｣｢検討中｣の対策内容について、最も多かったのは｢影響が生じる事務の確認｣、次いで｢税

率区分に応じた経理処理の見直し｣となった。業種別では、全業種で｢影響が生じる事務の確認｣が最も

多かったが、小売業では｢納品書･請求書等帳票の見直し｣、サービス業では｢制度に応じたレジの導入･

改修｣という回答が２番目に多く、業種によって様々な対応策を検討している事が伺える。 

消費税増税後の景気減速への懸念やキャッシュレス決済の導入希望、働き方改革への対応策など、

４月以降大きく変わった制度への早急な対策を講じる意見が挙げられた。 

 

 

 

 

調査票回収状況 

回答数 244 回収率 81.3％ 小売 46 ・卸売 28 ・製造 52 ・建設 58 ・サービス 60 

調 査 要 領 
 

〇調査期間 平成 31 年 4 月 1 日～11 日 

〇調査対象 奥州市内の事業所から、業種・規模を勘案して抽出した３００事業所に対してファクシミリに

よるアンケート調査 

〇調査項目 平成 31 年 1 月～3 月の業況、売上、採算などについての状況及び自社が直面する問題点等  

※ＤＩ値（景況判断指数）について 

  ＤＩ値は、業況・売上・採算等の各項目についての、判断の状況を表す。ゼロを基準として、プラスの

値で景気の上向き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、マイナスの値で景気の下向き傾向を表す回答

の割合が多いことを示す。したがって、売上高などの実数値を示すものではなく、強気・弱気などの景況

感の相対的な広がりを意味する。 

 

ＤＩ＝（増加・好転などの回答割合）－（減少・悪化などの回答割合） 
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H31.4～6

業況ＤＩの推移（全産業）

 

【業況についての判断】 

 

〇全産業合計の業況ＤＩは▲22.7 と、前回調査(▲11.9)から 10.8 ポイントの悪化。産業別を見ても

全ての産業で悪化を示し、特に卸売業は前回より 27.2 ポイントの悪化となった。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、▲21.3 と前回調査(▲25.3)より改善する見通しと

なった。 

 

〇業況ＤＩ（前年同期比）の推移 【全産業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇業況ＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※以降の表も同様 

前回調査との対比

２６．０以上 ２５．９～５．１ ５．０～▲５．０ ▲５．１～▲２５．９ ▲２６．０以下

Ｈ29.4～6 Ｈ29.7～9 Ｈ29.10～12 Ｈ30.1～3 Ｈ30.4～6 Ｈ30.7～9 Ｈ30.10～12 Ｈ31.1～3
先行き見通し

H31.4～6

▲ 18.7 ▲ 13.9 ▲ 9.7 ▲ 10.6 ▲ 15.3 ▲ 18.0 ▲ 11.9 ▲ 22.7 ▲ 21.3

実　績

今回 ▲ 30.4 ▲ 46.4 ▲ 13.5 ▲ 15.8 ▲ 20.3

前回 ▲ 25.0 ▲ 19.2 ▲ 1.9 0.0 ▲ 17.3

見通し

今回 ▲ 20.0 ▲ 32.1 ▲ 25.0 ▲ 13.0 ▲ 21.4

前回 ▲ 32.6 ▲ 56.0 ▲ 15.7 ▲ 15.1 ▲ 24.7

小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

※赤い点線は前回調査時の見通し 
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▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

Ｈ29.4～6 Ｈ29.7～9 Ｈ29.10～12 Ｈ30.1～3 Ｈ30.4～6 Ｈ30.7～9 Ｈ30.10～12 Ｈ31.1～3 先行き見通し

H31.4～6

売上（受注・出荷）ＤＩの推移（全産業）

 

【売上（受注・出荷）の状況についての判断】 

 

〇全産業合計の売上ＤＩは▲21.4 と、前回調査(▲18.1)から 3.3 ポイントの悪化。産業別に見ると卸

売業・製造業・建設業は横ばい、小売業・サービス業は悪化した。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、▲20.9 と前回調査(▲35.3)より改善する見通しと

なった。 

 

〇売上（受注・出荷）ＤＩ（前年同期比）の推移 【全産業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇売上（受注・出荷）ＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※赤い点線は前回調査時の見通し 

Ｈ29.4～6 Ｈ29.7～9 Ｈ29.10～12 Ｈ30.1～3 Ｈ30.4～6 Ｈ30.7～9 Ｈ30.10～12 Ｈ31.1～3
先行き見通し

H31.4～6

▲ 21.4 ▲ 14.2 ▲ 9.3 ▲ 15.6 ▲ 15.8 ▲ 16.7 ▲ 18.1 ▲ 21.4 ▲ 20.9

実　績

今回 ▲ 28.3 ▲ 32.1 ▲ 13.5 ▲ 10.3 ▲ 28.8

前回 ▲ 16.0 ▲ 27.6 ▲ 16.0 ▲ 5.4 ▲ 22.2

見通し

今回 ▲ 18.2 ▲ 28.6 ▲ 21.2 ▲ 16.4 ▲ 23.2

前回 ▲ 41.7 ▲ 34.5 ▲ 15.7 ▲ 21.8 ▲ 19.4

小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス
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【採算の状況についての判断】 

〇全産業合計の採算ＤＩは▲25.1 と、前回調査(▲18.3)から 6.8 ポイントの悪化。産業別に見ると小

売業業は数値が改善、卸売・製造・建設・サービス業は悪化した。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、▲26.7 と前回調査(▲29.7)より改善する見通しと

なった。 

 

〇採算ＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金繰りの状況についての判断】 

〇全産業合計の資金繰りＤＩは▲12.9 と、前回調査(▲12.0)から 0.9 ポイントの悪化。産業別に見る

と小売業・卸売業・製造業・建設業・サービス業と全ての産業で横ばいを示した。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、▲16.7 と前回調査(▲17.0)より改善する見通しと

なった。 

 

〇資金繰りＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ＤＩ＝（好転の回答割合）－（悪化の回答割合） 

実　績

今回 ▲ 25.1 ▲ 21.7 ▲ 39.3 ▲ 25.0 ▲ 22.4 ▲ 23.7

前回 ▲ 18.3 ▲ 29.5 ▲ 30.8 ▲ 11.3 ▲ 12.7 ▲ 16.4

見通し

今回 ▲ 26.7 ▲ 26.7 ▲ 42.9 ▲ 30.8 ▲ 24.1 ▲ 17.5

前回 ▲ 29.7 ▲ 43.2 ▲ 52.0 ▲ 13.5 ▲ 26.4 ▲ 27.8

サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設

実　績

今回 ▲ 12.9 ▲ 17.4 ▲ 7.1 ▲ 5.8 ▲ 17.2 ▲ 14.0

前回 ▲ 12.0 ▲ 20.5 ▲ 7.7 ▲ 5.7 ▲ 14.5 ▲ 11.1

見通し

今回 ▲ 16.7 ▲ 19.6 ▲ 7.1 ▲ 3.8 ▲ 24.1 ▲ 24.1

前回 ▲ 17.0 ▲ 20.5 ▲ 20.0 ▲ 7.7 ▲ 18.5 ▲ 19.4

サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設
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【仕入単価の状況についての判断】 

〇全産業合計の仕入単価ＤＩは▲49.8 と、前回(▲44.9)から 4.9 ポイントの悪化。産業別に見ると卸

売業は数値が改善、建設・サービス業は横ばい、製造業は悪化となった。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、▲54.1 と前回(▲41.3)より悪化する見通し、中で

も製造業は▲65.4 と大幅悪化となった。 

小売業は仕入単価が上昇するという回答が増加し、実績・見通し共にＤＩ値が大幅悪化した。 

 

〇仕入単価ＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ＤＩ＝（下落の回答割合）－（上昇の回答割合） 

 

【従業員の状況についての判断】 

〇全産業合計の従業員ＤＩは 32.5 と、前回(34.1)から 1.6 ポイント人手不足感が改善した。産業別に

見ると小売業は数値が改善、製造業・サービス業は横ばい、卸売業・建設業は数値が悪化した。 

向こう 3ヵ月（1月～3月）の先行き見通しは、32.3 と前回(36.5)より人手不足感が改善する見通

しとなった。 

 

〇従業員ＤＩ（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ＤＩ＝（不足の回答割合）－（過剰の回答割合） 

 

実　績

今回 ▲ 49.8 ▲ 43.5 ▲ 39.3 ▲ 57.7 ▲ 53.6 ▲ 49.1

前回 ▲ 44.9 ▲ 15.1 ▲ 56.0 ▲ 50.0 ▲ 55.6 ▲ 47.1

見通し

今回 ▲ 54.1 ▲ 46.7 ▲ 40.7 ▲ 65.4 ▲ 56.6 ▲ 53.6

前回 ▲ 41.3 ▲ 18.6 ▲ 56.5 ▲ 38.5 ▲ 50.0 ▲ 45.7

サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設

実　績

今回 32.5 37.2 14.3 23.1 39.7 39.0

前回 34.1 29.3 23.1 19.2 53.6 36.5

見通し

今回 32.3 33.3 17.9 19.2 42.6 40.7

前回 36.5 34.1 28.0 27.5 50.0 37.0

サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設
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《経営環境》 

【天候の影響】 

〇天候の影響は、全産業で好影響が 4.1％、影響なしが 68.7％、悪影響が 27.2％の回答となった。産

業別に見ると建設業で 9.8％が好影響、小売業で 37.5％が悪影響と答えた。また小売業では好影響と

いう回答が無かった。前回調査と比較すると好影響が 3.6％減少し、悪影響は約 1.0％増加した。 

 

〇天候の影響（業種別影響割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人件費率】 

○人件費率は、上昇が 34.1％、変化なしが 57.6％、低下が 8.3％という回答となった。業種別に見る

と製造業で上昇と回答したのは 50.0％で変化なしの回答を上回った。前回比で見ると、小売業・サー

ビス業で上昇と低下の割合が共に上昇した。 

 

〇人件費率（業種別人件費率割合） 

 

 

 

 

 

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

好 影 響 4.1% 0.0% 7.7% 2.1% 9.8% 1.9%

影 響 な し 68.7% 62.5% 69.2% 78.7% 60.8% 71.7%

悪 影 響 27.2% 37.5% 23.1% 19.1% 29.4% 26.4%

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

上 昇 34.1% 30.0% 14.8% 50.0% 33.3% 32.1%

変 化 な し 57.6% 60.0% 70.4% 46.2% 57.9% 60.4%

低 下 8.3% 10.0% 14.8% 3.8% 8.8% 7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業
（前回）
小売業
（前回）
卸売業
（前回）
製造業
（前回）
建設業
（前回）

サービス業
（前回）

天候の影響

好影響 影響なし 悪影響



~ 8 ~ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【競 争】 

〇競争は緩和が 0.9％、変化なしが 58.5％、激化が 40.6％という回答となった。業種別に見ると小売

業・製造業で緩和の回答があり、卸売業で 55.6％が激化と答えた。前回比で見ると全産業で激化の回

答割合が増加している。 

 

〇競争（業種別競争状況割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業
（前回）
小売業
（前回）
卸売業
（前回）
製造業
（前回）
建設業
（前回）

サービス業
（前回）

人件費率

低下 変化なし 上昇

全産業 小　売 卸　売 製　造 建　設 サービス

緩 和 0.9% 2.4% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0%

変 化 な し 58.5% 59.5% 44.4% 58.0% 58.9% 64.8%

激 化 40.6% 38.1% 55.6% 40.0% 41.1% 35.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業
（前回）
小売業
（前回）
卸売業
（前回）
製造業
（前回）
建設業
（前回）

サービス業
（前回）

競 争

緩和 変化なし 激化
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【設備投資】 

〇設備投資は 20.4％の事業所で行ったと回答があり、前回(26.6％)より減少した。業種別では製造業

が 34.7％、小売業が 21.4％となった。前回比で見るとサービス業が 20.9％減少した。 

今後設備投資の予定があると答えた事業所は 19.5％となった。産業別では製造業が 43.8％、サービ

ス業が 18.2％となった。前回比で見ると製造業ｶﾞ 17.3％増加、建設業が 7.0％減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.4%
26.6%

21.4%
24.4%

16.0%
16.0%

34.7%
35.4%

19.2%
18.9%

10.5%
31.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

全産業
（前回）

小 売
（前回）

卸 売
（前回）

製 造
（前回）

建 設
（前回）

サービス
（前回）

業種別：設備投資企業の割合

19.5%
18.0%

9.3%
10.3%

7.7%
7.7%

43.8%
26.5%

13.0%
20.0%

18.2%
18.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全産業
（前回）

小 売
（前回）

卸 売
（前回）

製 造
（前回）

建 設
（前回）

サービス
（前回）

業種別：設備投資予定企業の割合

はい

20.4%

いいえ

79.6%

設備投資を行ったか？

予定あり

19.5%

予定なし

80.5%

設備投資予定
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「臨 時 調 査」 
 

【消費税軽減税率対策】 
〇消費税軽減税率対策について、既に行っていると回答したのは 12.7％、検討中は 24.6％となった。

業種別では、｢している｣｢検討中｣を合わせた割合が最も高いのは卸売業で 46.4％、次いでサービス業

が 43.3％、最も低いのは建設業で 29.3％となった。 

｢している｣｢検討中｣の対策内容について、最も多かったのは｢影響が生じる事務の確認｣、次いで｢税

率区分に応じた経理処理の見直し｣となった。業種別では、全業種で｢影響が生じる事務の確認｣が最も

多かったが、小売業では｢納品書･請求書等帳票の見直し｣、サービス業では｢制度に応じたレジの導入･

改修｣という回答が２番目に多く、業種によって様々な対応策を検討している事が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

小 売

卸 売

製 造

建 設

サービス

消費税軽減税率対策：業種別

している 検討中 していない

はい

12.7%

検討中

24.6%いいえ

62.7%

消費税軽減税率対策をしていますか？

軽減税率対策
している
＋検討中

していない

全産業 37.3% 62.7%
小売業 39.1% 60.9%
卸売業 46.4% 53.6%
製造業 32.7% 67.3%
建設業 29.3% 70.7%
サービス業 43.3% 56.7%
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0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

影響が生じる事務の

確認

税率区分に応じた経

理処理の見直し

制度に応じたレジの導

入・改修

納品書・請求書等帳

票の見直し
従業員への研修

値札付替えや価格表

示の変更

その他

消費税軽減税率対策内容（全産業）※複数回答

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

影響が生じる事

務の確認

税率区分に応じ

た経理処理の見

直し

制度に応じたレジ

の導入・改修

納品書・請求書等

帳票の見直し
従業員への研修

値札付替えや価

格表示の変更

その他

消費税軽減税率対策内容（業種別）※複数回答

小 売 業

卸 売 業

製 造 業

建 設 業

サービス業

影響が生じる事務

の確認

税率区分に応じた

経理処理の見直し

制度に応じたレジの

導入・改修

納品書・請求書等

帳票の見直し
従業員への研修

値札付替えや価格

表示の変更

全  産  業 61.5% 44.0% 27.5% 31.9% 8.8% 22.0%
小  売  業 66.7% 50.0% 44.4% 55.6% 5.6% 44.4%
卸  売  業 53.8% 23.1% 15.4% 23.1% 0.0% 0.0%
製  造  業 52.9% 64.7% 23.5% 23.1% 5.9% 11.8%
建  設  業 58.8% 47.1% 11.8% 35.3% 23.5% 17.6%
サービス業 45.0% 22.5% 22.5% 7.5% 5.0% 17.5%

　１番多かった回答

　２番目に多かった回答
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その他：自由意見 

（小売業） 

 ◇残業時間を少なくするために、仕事の流れを 1つ 1つチェックし直しています。 

 ◇顧客満足度をいかに高めるか、取り組んでいます。 

 ◇１月～３月を振り返ってみる時に、景気は決して良い方向に進んでいると感じられない。アンケ

ートの好転・増加を目指して努力しても、変わらず又は悪化・減少の方向に進んでいる。現在の

商売は景気先行で、不安を感じながらの毎日です。 

 ◇奥州市に１つしかない酒蔵。若い杜氏ががんばって、県知事賞１位獲得（市で宣伝しないのかな

ぁ）。地酒をもう少し飲んでほしいなぁ。 

 ◇客数の減少が続いていて、自店の魅力を改めて考え、何とか客数を増やしていきたい。ＳＮＳ発

信方法・タイミング、まだまだやるべきことが出来ていない。 

（卸売業） 

 ◇温暖化の影響による暖冬が今年は関東以西に極端な形で見られた。３月は各地で４月下旬～５月

初めの気温が観測され、農作物の前倒出荷から供給過剰となり、相場の低迷が続いた。今年の夏

の気候が心配されるところである。 

 ◇軽減税率対策はＴＫＣに任せているので、特に心配はない。 

 ◇北上市を中心とした設備投資と付随するアパート・貸家需要の波及効果が、奥州市にも若干の好

結果をもたらしていると感じます。 

（製造業） 

 ◇輸出品の動きが落ちてきている事から、昨年 10 月以降から受注量が減少している。雇用維持や確

保のため、人件費の負担が増えてきているだけに、向こう３か月及増税後の受注量が心配である。 

 ◇食品は８％のままですが、10％のものもあるので、税率区分で大変な作業になると思います。 

 ◇勤続年数の長い(20～30 年)人たちが多い当社なので、これからの人達を育てるためにも、従業員

募集をしていますが、なかなか面接に来てくれる人がいません。 

 ◇社内の技術向上に向けた社内プロジェクトを実施している。 

（建設業） 

 ◇次に続く若い人材が入ってこないのが課題です。建設業のため今後公共事業等は受注出来ないと

思われます。 

 ◇住宅部門は新築が減り、リフォームも増加傾向にはありません。修理対応を 365 日、24 時間受付

でやっております。 

 ◇増税後の景気減速に対しての対策、対応策について模索中。 

 ◇工賃費が安い、人件費が高い。 

 ◇働き方改革への対策をしている。 

（サービス業） 

◇人口の出入りが激しいです。コンビニは強い。 

◇正社員が１人辞めたがパート・アルバイトで対応出来たことで人件費が減った。 

◇キャッシュレスをご希望される方が増えているので、早く導入しなければと思います。商工会議

所のアドバイスがあればよいのですが。 


